
市第 136 号議案関連資料 

令和４年度 横浜市一般会計補正予算（第８号） 

総務局関係部分の概要について 
 

 

 

１ 歳入歳出予算補正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款項目 
補正前の 
予算額 

補正額 
補正後の 
予算額 

補正額の財源 
特定財源      

一般財源 国県 
市債 その他 

支出金 

２款 総務費（総務局関係） 25,827,810 47,056 25,874,866 △6,197 △14,000 0 67,253 

  

３項 総務費 25,827,810 47,056 25,874,866 △6,197 △14,000 0 67.253 

  

１目 行政運営費 8,479,810 67,450 8,547,260 0 0 0 67,450 

  職員人件費（総務局分） 4,395,685 67,450 4,463,135 0 0 0 67,450 

４目 危機管理費 1,325,822 △20,394 1,305,428 △6,197 △14,000 0 △197 

  
地域防災拠点機能強化事業 41,833 △12,394 29,439 △6,197 △6,000 0 △197 

防災行政用無線運用事業 547,261 △8,000 539,261 0 △8,000 0 0 

（単位：千円） 

政策・総務・財政委員会 

配 付 資 料 

令 和 ５ 年 ２ 月 ９ 日 

総 務 局 

裏面あり 



 

２ 内容 

 【１目 行政運営費】 

  〇 職員人件費 （67,450千円） 

   給与改定及び共済費等の増に伴い増額します。 

 

 【４目 危機管理費】 

○ 地域防災拠点機能強化事業 （△12,394千円） 

防災備蓄庫の新設及び増設について、整備手法の変更に伴う工事費の減及び入札残が生じたため、事業費を減額するとと

もに国費、市債等を減額します。 

 

○ 防災行政用無線運用事業 （△8,000千円） 

防災行政用無線について、移設改修工事の実施設計業務委託に係る入札残が生じたこと及び工事スケジュールの変更等に

より事業費を減額するとともに、市債を減額します。 

 


